
 

1 

 

平成２８年度富士見市国民健康保険特別会計 

（事業勘定）予算（概要） 

 

１ 予算概要                                               

 

(1) 予算編成概要 

平成２８年度当初予算は、大幅な被保険者数の減少により、医療給付費、後期高齢者

支援金、共同事業拠出金の各項目において、減額を見込んだ。これにより、前年度予算

総額と比べ大幅な減額予算編成となった。 

 

(2) 予算規模 

 平成２８年度国民健康保険特別会計（事業勘定）当初予算額は、１２３億７，７６３

万７千円となり､前年度当初予算額に比べ６億２，６６１万円の減(△4.82%)となってい

る。 

これは、主に保険給付費の減額が、大きな要因である。 

 

２ 歳入予算の主な特徴                                               

   

(1) 国民健康保険税 

 一人当たりの調定額は、横ばいであるが、被保険者数の大幅な減少により、前年度よ 

り１億３，３３５万４千円減（△5.48%）の２３億２１０万１千円を見込んでいる。 

 

 

(2) 国庫支出金 

国庫支出金では、療養給付費等負担金について定率の国庫負担割合（３２％）が交付

されるが、医療費の減に伴い減額となる。また、国庫補助金の財政調整交付金は、平成

２７年度の対象事業と過去の決算の実績額等を考慮し算出した結果、前年度より、２億

７１２万１千円減（△8.83%）の２１億３，９６０万３千円を見込んだ。 

 

 

(3) 療養給付費交付金 

平成２６年度で退職者医療制度が廃止されたことにより、退職被保者の新規適用がな

くなり人数が減少していくことから、５，９５７万１千円減（△26.24%）の１億６，７

４８万８千円を見込んだ。 



 

2 

(4) 前期高齢者交付金 

  前期高齢者交付金は、前期高齢者加入率の伸び等により、前年度より２２０万円増

（0.07％）の２９億６，９９７万３千円を見込んだ。 

 

 

(5) 県支出金 

高額医療費共同事業及び特定健康診査事業に係る県の負担分並び県財政調整交付金で 

あり、一般被保険者の医療費等に充てられる。本年度は、保険財政共同安定化事業の拠 

出超過が見込まれず、８，３０９万５千円減（△13.67%）の５億２，４９６万５千円を

見込んだ。 

 

 

(6) 共同事業交付金 

高額医療費共同事業と保険財政共同安定化事業の交付金であり、保険者の財政運営の

不安定を緩和することを目的としているもので、県内の全市町村保険者を対象としてい

る。連合会の試算値を基に、前年度より９，７５２万３千円増（3.48%）の２８億９，９

３０万６千円を見込んだ。 

 

 

(7) 繰入金 

一般会計からの繰入金は、保険給付費の減及び共同事業拠出金等の減により、法定外

分で前年度（１０億８，７６９万３千円）より２億３，２６０万６千円減の、８億５，

５０８万７千円を、また法定内分では、保険基盤安定繰入金が、前年度（２億９，５４

８万９千円）より１，９３０万２千円増の、３億１，４７９万１千円となり、合計で前

年度（１５億４，５６５万３千円）より２億４，７３７万５千円減（△16.00%）、総合

計で１２億９，８２８万円を見込んだ。 
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３  歳出予算の主な特徴                                               

 

(1) 総務費 

マイナンバーの導入に伴うシステム修正委託の減等により、前年度より１，３９９万 

１千円減（△20.49%）の５，４２８万６千円を見込んだ。 

 

 

(2) 保険給付費 

一人当たりの医療費は増加傾向にあるものの、被保険者数が大幅に減少するため、総

額としては減額となっている。４億４，８９４万７千円減（△5.93%）の７１億２，４８

７万５千円を見込んだ。   

 

 

(3) 後期高齢者支援金等 

後期高齢者医療制度への保険者の支援金は、被保険者数は減少するものの、一人当た

り負担額の増に伴い増加傾向にあるが、平成２６年度の精算は交付超過となり、相殺す

ると、前年度より７，８０８万９千円減（△4.9%）の１５億１，４８１万９千円を見込

んだ。  

 

 

(4) 介護納付金 

４０歳から６５歳未満の２号被保険者分として社会保険診療報酬支払基金へ支出する 

もので、被保険者数の減少により、前年度より２，８０６万８千円減（△4.76％）の５

億６，１４１万４千円を見込んだ。  

   

  

(5) 共同事業拠出金 

高額医療費共同事業、保険財政共同安定化事業に要する費用に充てるため、国民健 

康保険団体連合会へ納付する拠出金(県内全ての市町村国保保険者が埼玉県国民健康保 

険団体連合会に拠出する)。保険財政共同安定化事業拠出金は、被保険者数の減少等によ

り、前年度より６，３９１万９千円減（△2.16%）の２８億９，７４１万９千円を見込ん

だ。 

 

 


